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１．平成 17 年 9 月中間期の業績（平成 17 年 4 月 1日～平成 17 年 9 月 30 日） 

(1) 経営成績                          （注）記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

 17 年 9 月中間期 

 16 年 9 月中間期 

百万円   ％

1,248   （ △15.4）

   1,476   （ △7.9）

百万円   ％

△82   （ ―  ）

30   （154.7）

百万円   ％

      △66   （  ― ） 

30   （△31.3）

17 年 3 月期    3,083                 7                17           
 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1 株当たり中間 

(当期)純利益 

 

 17 年 9 月中間期 

 16 年 9 月中間期 

百万円   ％

△1,221   （ ― ）

115   （ ― ）

円  銭

△436   09  

41   35   

17 年 3 月期      34           12   27   

(注)  1．期中平均株式数 17 年 9 月中間期 2,800,714 株 16 年 9月中間期 2,800,000 株 17 年 3 月期 2,800,000 株 

   2．会計処理の方法の変更   無  

   3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 配当状況 

 
1 株当たり 

中間配当金 

1 株当たり 

年間配当金 

 

 

 

 17 年 9 月中間期 

 16 年 9 月中間期 

円 銭 

0   0   

0   0   

円 銭

― 

― 

  17 年 3 月期 ― 10  00  

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

 

 17 年 9 月中間期 

 16 年 9 月中間期 

百万円 

3,573      

4,615      

百万円

144     

1,458     

％

4.0    

31.6    

円  銭

         51   46 

520   99 

  17 年 3 月期 4,696      1,382     29.4      493   78  

(注) 1．期末発行済株式数 17 年 9月中間期 2,805,000 株 16 年 9 月中間期 2,800,000 株 17 年 3 月期 2,800,000 株 

2. 期末自己株式数 17 年 9 月中間期 227,000 株 16 年 9 月中間期 232,000 株 17 年 3 月期 232,000 株 

 

２．平成 18 年 3 月期の業績予想（平成 17 年 4 月 1日～平成 18 年 3 月 31 日） 

1 株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 

通  期 

百万円 

2,700       

百万円

△70     

百万円

△1,200     

円 銭 

 0   00   

円 銭

0   00  

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）   △428 円 57 銭 

 

 

 ※上記予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は 

  今後様々な要因によって予想値と異なる場合があります。  
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  個別中間財務諸表等 

  中間財務諸表 

①中間貸借対照表 
 

  
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

１ 現金及び預金 ※２  203,278 525,741  277,857

２ 受取手形   149,613 87,136  214,893

３ 売掛金   478,756 293,418  489,700

４ たな卸資産   38,207 66,212  30,359

５ 短期貸付金   2,168,605 ―  2,009,648

６ その他 ※６  270,514 121,380  241,751

貸倒引当金   △17,836 △29,642  △17,371

流動資産合計   3,291,140 71.3 1,064,247 29.8  3,246,840 69.1

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産 
※１
※２
※５

 112,937 2.4 107,506 3.0  110,017 2.3

２ 無形固定資産   49,648 1.1 48,608 1.3  49,019 1.1

３ 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券 ※２  74,725 102,494  94,423

(2) 関係会社出資金   807,247 967,564  967,564

(3) 関係会社長期貸付 
  金       

  ― 2,047,781  142,000

 （4）長期未収入金   ― 180,194  51,594

 （5）その他 ※２  286,612 191,585  41,021

    投資損失引当金   ― △927,753  ―

貸倒引当金   △6,319 △208,228  △6,289

投資その他の資産 
合計 

  1,162,266 25.2 2,353,636 65.9  1,290,314 27.5

固定資産合計   1,324,852 28.7 2,509,751 70.2  1,449,351 30.9

資産合計   4,615,993 100.0 3,573,999 100.0  4,696,191 100.0
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前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

金額(千円) 
構成比
(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

１ 支払手形   31,917 58,574  36,275

２ 買掛金   336,907 343,034  388,468

３ 短期借入金 ※２  153,000 179,180  304,172

４ 一年内償還予定社債   100,000 180,000  120,000

５ 一年内返済 
  予定長期借入金 

※２  672,189 842,145  734,185

６ 賞与引当金   13,402 16,968  16,026

７ 子会社整理損 
  引当金 

  30,713 ―  10,420

８ その他   59,527 60,191  63,856

流動負債合計   1,397,657 30.3 1,680,093 47.0  1,673,405 35.7

Ⅱ 固定負債    

１ 社債   400,000 520,000  340,000

２ 長期借入金 ※２  1,195,993 1,106,937  1,153,229

３ 退職給付引当金   12,844 3,402  11,918

４ その他   150,715 119,209  135,044

固定負債合計   1,759,553 38.1 1,749,549 49.0  1,640,192 34.9

負債合計   3,157,211 68.4 3,429,642 96.0  3,313,597 70.6

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   475,400 10.3 475,400 13.3  475,400 10.1

Ⅱ 資本剰余金    

１ 資本準備金  459,810 459,810 459,810 

２ その他資本剰余金  ― 182 ― 

資本剰余金合計   459,810 10.0 459,992 12.9  459,810 9.8

Ⅲ 利益剰余金    

１ 利益準備金  40,460 40,460 40,460 

２ 任意積立金  368,000 368,000 368,000 

３ 中間(当期)未処分利
益又は中間未処理損
失（△） 

 159,171 △1,171,603 77,761 

利益剰余金合計   567,631 12.3 △763,143 △21.4  486,221 10.4

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

  2,467 0.0 17,633 0.5  7,690 0.1

Ⅴ 自己株式   △46,528 △1.0 △45,525 △1.3  △46,528 △1.0

資本合計   1,458,781 31.6 144,357 4.0  1,382,593 29.4

負債資本合計   4,615,993 100.0 3,573,999 100.0  4,696,191 100.0
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②中間損益計算書 
 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

金額(千円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   1,476,798 100.0 1,248,992 100.0  3,083,078 100.0

Ⅱ 売上原価   1,158,505 78.4 963,120 77.1  2,450,101 79.5

売上総利益   318,293 21.6 285,871 22.9  632,977 20.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費   287,543 19.5 368,588 29.5  625,637 20.3

営業利益又は 
営業損失（△） 

  30,749 2.1 △82,716 △6.6  7,339 0.2

Ⅳ 営業外収益 ※１  68,992 4.7 70,546 5.6  126,226 4.1

Ⅴ 営業外費用 ※２  69,615 4.7 53,865 4.3  115,959 3.8

経常利益又は 
経常損失（△） 

  30,126 2.0 △66,035 △5.3  17,606 0.5

Ⅵ 特別利益 ※３  239,057 16.2 ― -  239,057 7.9

Ⅶ 特別損失 ※４  68,203 4.6 1,123,936 90.0  108,623 3.5

税引前中間(当期) 
純利益又は税引前中
間純損失 

  200,980 13.6 △1,189,972 △95.3  148,040 4.8

法人税、住民税 
及び事業税 

 4,856 4,622 9,608 

法人税等調整額  80,355 85,211 5.8 26,769 31,391 2.5 104,074 113,683 3.7

中間(当期)純利益又
は中間純損失（△） 

  115,768 7.8 △1,221,364 △97.8  34,357 1.1

前期繰越利益   43,403 49,761  43,403

中間(当期)未処分 
利益又は中間未処理
損失（△） 

  159,171 △1,171,603  77,761
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 

（自 平成 16年 4月 1日 

  至 平成 16年 9月 30日） 

当中間会計期間 

（自 平成 17年 4月 1日 

  至 平成 17年 9月 30日） 

前事業年度 

（自 平成 16 年 4月 1日 

  至 平成 17 年 3 月 31 日） 

―  当社は、当中間会計期間において大幅な

損失を計上しており、当下半期の業績によ

ってはシンジケートローン契約（平成 17

年9月30日現在借入金残高510,000千円）

の財務制限条項（中間貸借対照表注記参

照）に抵触する可能性が生じております。

当該状況により、当社は継続企業の前提に

関する重要な疑義が存在しております。当

社は、当該状況を解消すべく、受注拡大に

よる安定収益確保に向けて各部門の諸施

策を完遂いたします。具体的には、 

① 時計バンド部門においては、好調な

海外高級時計バンドの受注を維持

し、提案中の新モデルの早期受注を

図り更なる利益を確保する。国内メ

ーカー向けは、時計バンド・電子辞

書外装部品とも新モデル情報をも

とに当社の永年蓄積した技術力、ベ

トナム生産の低コスト化を武器に

競合他社を凌駕する提案を徹底し、

安定した受注を確保する。 

② メガネフレーム部門は、当社の品質

を特に評価されている海外大手メ

ーカーの受注アップをメインに、激

しいコスト競争下 採算性を重視

した受注に努め、利益を確保する。

③ 応用品部門は、当社の表面処理技術

を駆使し、高収益分野の釣具部品の

生産量を高め利益を確保していく。

また、半導体業界を主なユーザーと

する静電気除去器は国内のみなら

ず海外からの受注も期待でき、生産

体制の整備を行い安定事業化を図

る。その他、新製品の早期事業化を

図る。 

④ 低収益部門を中心に人員削減等販  

管費の一層の圧縮を徹底し利益確

保に努める。 

 したがって、中間財務諸表は継続企業を

― 
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前提として作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には反映

しておりません。 

 
 
中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

   

① 有価証券 

  

① 有価証券 

  

   その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …中間決算末日の市

場価格等に基づく

時価法(評価差額

は全部資本直入法

により処理し、売

却原価は移動平均

法により算定) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …決算期末日の市場

価格等に基づく時

価法(評価差額は

全部資本直入法に

より処理し、売却

原価は移動平均法

により算定) 

    時価のないもの 

   …移動平均法による

原価法 

   時価のないもの 

   …同左 

   時価のないもの 

   …同左 

 ② たな卸資産 

  商品 

  ……総平均法による原

価法 

② たな卸資産 

  商品、製品、原材料、

仕掛品 

  ……同左 

② たな卸資産 

  商品、製品、原材料、

仕掛品 

  ……同左 

 ③ デリバティブ 

  ……時価法 

③ デリバティブ 

  ……同左 

③ デリバティブ 

  ……同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

  定率法によっておりま

す。 

  ただし、平成10年４月

１日以降に取得した建物

(附属設備を除く)は定額

法によっております。 

  なお、耐用年数及び残

存価額については、法人

税法に規定する方法と同

一の基準によっておりま

す。 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

 ② 無形固定資産 

  定額法によっておりま

す。 

  ただし、ソフトウェア

(自社利用分)について

は、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定

額法によっております。

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失

に備えるため、一般債権

については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上し

ております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

     ― ② 投資損失引当金 

 子会社に対する投資に係

る損失に備えるため、当該

会社の財政状態を勘案し、

個別検討による必要額を計

上しております。 

   ― 

 ③ 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に

充てるため、賞与支給見

込額の当中間会計期間の

負担額を計上しておりま

す。 

③ 賞与引当金 

同左 

③ 賞与引当金 

  従業員の賞与の支給に

充てるため、賞与支給見

込額の当期負担額を計上

しております。 

 ④ 子会社整理損引当金 

  子会社整理による損失

に備えるため、損失見込

額を計上しております。

   ―   ④ 子会社整理損引当金 

  子会社整理による損

失に備えるため、損失見

込額を計上しておりま

す。 

 ⑤ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当中間会計期

間末における退職給付債

務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期

間末において発生してい

ると認められる額を計上

しております。 

  なお、会計基準変更時

差異(114,264千円)につ

いては、15年による按分

額を費用処理しておりま

す。 

⑤ 退職給付引当金 

同左 

⑤ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備

えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、

当期末において発生して

いる額を計上しておりま

す。 

  なお、会計基準変更時

差異(114,264千円)につ

いては、15年による按分

額を費用処理しておりま

す。 

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、

中間決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

同左  外貨建金銭債権債務は、

期末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しており

ます。 

５ ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理によっ

ております。なお、クー

ポンスワップについて

は、振当処理の要件を満

たすため振当処理を採用

しております。 

同左 同左 
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項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対

象 

  ヘッジ手段 

   クーポンスワップ取

引 

  ヘッジ対象 

   外貨建借入金 

  

 ③ ヘッジ方針 

  当社で規定された管理

体制に基づき、為替リス

クをヘッジする目的でク

ーポンスワップを行って

おります。 

  

 ④ ヘッジ有効性評価の方

法 

  クーポンスワップは振

当処理を行っているた

め、有効性の評価を省略

しております。 

  

６ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための重要な事

項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式を採

用しております。 

 消費税等の会計処理 

同左 

 消費税等の会計処理 

同左 

 
   
   中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

（自 平成 16年 4月 1日 

  至 平成 16年 9月 30日） 

当中間会計期間 

（自 平成 17年 4月 1日 

  至 平成 17年 9月 30日） 

前事業年度 

（自 平成 16年 4月 1日 

  至 平成 17年 3月 31日） 

― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」（企業会計

審議会 平成 14 年 8 月 9 日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第 6 号 平成 15

年 10月 31日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

― 
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表示方法の変更 

前中間会計期間 

（自 平成 16 年 4 月 1 日 

  至 平成 16 年 9 月 30 日） 

当中間会計期間 

（自 平成 17 年 4 月 1 日 

  至 平成 17 年 9 月 30 日） 

― （中間貸借対照表） 

「長期未収入金」は前中間会計期間は投資その他

の資産の「その他」に含めて表示しておりました

が、当中間会計期間末において資産の総額の100

分の5を超えたため区分掲記しました。 

なお、前中間会計期間末の「長期未収入金」の金

額は61,161千円であります。 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

344,866千円 
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

355,936千円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

350,756千円

※２ 担保に供している資産 

  (1) 担保資産 

 預金 15,000千円 

 建物 3,758 〃 

 土地 11,450 〃 

 
投資 
有価証券 

31,237 〃 

 
敷金・ 
保証金 

19,936 〃 

合計 81,382 〃 
 

※２ 担保に供している資産 

  (1) 担保資産 

預金 15,000千円

建物 4,051 〃

土地 11,450 〃

投資 
有価証券

51,527 〃

合計 82,028 〃
 

※２ 担保に供している資産 

  (1) 担保資産 

預金 15,000千円

建物 4,162 〃

土地 11,450 〃

投資 
有価証券 

38,325 〃

敷金・ 
保証金 

19,936 〃

合計 88,874 〃
 

  (2) 上記に対応する債務 

 
短期 
借入金 

103,000千円 

 
１年内返 
済予定長 
期借入金 

346,960  〃 

 
長期 
借入金 

434,620 〃 

 割引手形 22,604  〃 

合計 907,184 〃 
 

  (2) 上記に対応する債務 

短期 
借入金 

29,180千円

１年内返
済予定長
期借入金

127,312 〃

長期 
借入金 

178,808 〃

合計 335,300 〃
 

  (2) 上記に対応する債務 

短期 
借入金 

216,670千円

１年内返 
済予定長 
期借入金 

391,596 〃

長期 
借入金 

441,830 〃

合計 1,050,096 〃
 

 ３ 保証債務 

   連結子会社NISSEY VIETNAM 

CO.,LTD.の金融機関からの借入

金50,200千円に対し、債務保証

を行っております。 

 ３ 保証債務 

   連結子会社NISSEY VIETNAM 

CO.,LTD.の金融機関からの借入

金17,000千円に対し、債務保証

を行っております。 

 ３ 保証債務 

   連結子会社NISSEY VIETNAM 

CO.,LTD.の金融機関からの借入

金33,600千円に対し、債務保証

を行っております。 

 ４ 
 

受取手形 
割引高 

35,225千円 
 

 ４ 
 

      ―  
 

 ４ 
 

  ―  
 

※５ 圧縮記帳額 

   取得価額から直接控除してい

る保険差益の圧縮記帳額は、建

物629千円であります。 

※５  ― ※５   ― 

    

 ６   ― 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ６ 財務制限条項 

  平成15年9月25日及び平成16年6

 月25日締結のシンジケートローン

契約（平成17年9月30日現在借入金

残高510,000千円）において、下記

の財務制限条項が付されておりま

す。 

 ① 報告書等（本決算のみ）に記

載される、連結貸借対照表に

おける資本の部の合計額か

ら、NISSEY VIETNAM CO,.LTD.

の記帳通貨変更に伴う為替換

算差損益額、為替換算調整勘

定及び為替換算差額勘定を除

いた金額を、平成15年3月期本

決算の75%以上に維持するこ

と。 

 ② 報告書等（本決算のみ）に記

載される、連結損益計算書に

 ６  ― 
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※７ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動資産の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

おける営業損益の金額を、平

成15年3月期本決算の75%以上

に維持すること。 

 ③ 報告書等（本決算のみ）に記

載される、連結貸借対照表に

おける有利子負債の合計金額

を、平成15年3月期の合計金額

以下に維持すること。  

※７ 消費税等の取扱い 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

※７   ― 
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(中間損益計算書関係) 
 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 51,968千円 
 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 49,871千円

金利スワップ

評価益 
11,288 

 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 103,378千円
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 44,911千円 

シンジケート 
ローン支払 
手数料 

8,500 〃 

社債発行費 11,542 〃 
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 45,983千円

社債発行費 5,542 〃
 

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 90,439千円

シンジケート 
ローン支払 
手数料 

8,500 〃

社債発行費 11,542 〃
 

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券 
売却益 

239,057千円 

 

※３   ― 

  

 

※３  特別利益の主要項目 

投資有価証券 
売却益 

239,057千円

 
※４ 特別損失の主要項目 

たな卸資産 
整理損 

15,808千円 

工具、器具 
及び備品 
除却損 

5,301  〃 

子会社整理損 47,093  〃 
 

※４ 特別損失の主要項目 

投資損失引当
金繰入額 

927,753千円

貸倒引当金繰
入額 

195,819  〃

 

※４ 特別損失の主要項目 

      

たな卸資産 
整理損 

15,808千円

工具、器具 
及び備品 
除却損 

5,301  〃

子会社整理損 87,513  〃
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 5,933千円 

無形固定資産 629 〃 
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 5,180千円

無形固定資産 629 〃
 

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 12,332千円

無形固定資産 1,258 〃
 

 
 
(リース取引関係) 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

  リース契約１件当たりの金額が

少額なため、注記を省略してお

ります。 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

同左 

 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

同左 

 

 
 
(有価証券関係) 

前中間会計期間(平成16年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

 

当中間会計期間(平成17年９月30日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 

 

前事業年度(平成17年３月31日) 

子会社株式で時価のあるものはありません。 
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(１株当たり情報) 
 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 520.99円

 

１株当たり純資産額 51.46円

 

１株当たり純資産額 493.78円

 

１株当たり中間純利益 41.35円

 

１株当たり中間純損失 436.09円

 

１株当たり当期純利益 12.27円

 
潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

40.96円

 

なお、潜在株式調整後1株当たり中間

純利益については、潜在株式は存在

するものも、1株当たり中間純損失で

あるため、記載しておりません。 

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

12.11円

 

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間純利益の算定上の基礎は、以下のとお
りであります。 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間(当期)純利益又は中間純損失（△）(千
円) 

115,768 △1,221,364 34,357

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純損益又は中
間純損失（△）(千円) 

115,768 △1,221,364 34,357

普通株式の期中平均株式数(千株) 2,800 2,800 2,800

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純
利益の算定に用いられた普通株式増加数
の内訳 
  新株予約権(千株) 

26 ― 36

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり中間純利益の算定に含めな
かった潜在株式の概要 

―
第1回新株予約権（新株予
約権の数145個） 

―

  
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

 
 


